
■住宅 

■多数の者が利用する建築物等(法第 14 条)

■防災関連施設 

東大阪市住宅・建築物耐震改修促進計画（平成 28 年度改定案）の概要

○市域における住宅・建築物の耐震化に関する

施策を計画的に展開することにより、地震時

の建物の倒壊等によって発生する人的被害

及び経済被害を軽減するとともに、早期の復

旧・復興に寄与するための計画として策定す

るもの。 

計画の目的 

耐震化の現状

○大阪府では、耐震化を促進するための基本方

針として、「大阪府住宅・建築物耐震 10ヵ年

戦略プラン」を策定し、平成 28 年１月には

「住宅建築物耐震 10 ヵ年戦略・大阪」とし

て改定された。

○東大阪市においても、平成 19 年度の策定、

平成 26 年度に見直しを行った「東大阪市住

宅・建築物耐震改修促進計画」について、今

後の取り組み指針となる「東大阪市住宅・建

築物耐震改修促進計画」として改定する。 

改定の背景

目標とする耐震化率 
〇市民の安全・安心な生活の基盤となる住宅・建築物の耐震化を市民・事業者・行政が一丸となって進め
ていくため、新築や建替え、耐震改修、除却など、さまざまな手法により、市民みんなでめざすべき耐
震化率の目標を次のように設定する。 

耐震化の促進に関する具体的な施策 
〇「安全」、「安心」、「まちづくり」への支援を耐震化促進の取組みの柱とし、施策を展開する。 

○市広報紙・ウェブサイトやパンフレット等を活用した情報提供／庁舎や各イベントによる

セミナーの実施／多数のものが利用する建築物への普及・啓発／地震ハザードマップの作

成による情報提供／「生命だけは守る」ための部分的又は簡易な耐震改修等の普及／南海

トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動に関する取組み 

○ブロック塀の安全対策／ガラス、外壁材、屋外広告物、天井等の落下防止対策／エレベー

ターの閉じこめ防止対策／居住空間の安全性の確保 

○住宅・建築物への補助制度／新たな支援制度／その他の支援制度 

○耐震アドバイザー派遣制度による耐震化の促進／身近で相談しやすい建築相談会の実施／

「住宅リフォームマイスター制度」による信頼性の高い事業者の紹介／ライフスタイルに

あった住替えや建替えの促進 

○防災訓練を活用した情報提供／木造住宅が集積する地域における耐震化の取組み 

○民・学・官の連携による耐震化の多面的な展開／大阪府のまちまるごと耐震化支援事業を

活用した耐震化の推進 

耐震化の促進に関する指導、勧告、
その他の取り組み
○改正耐震改修促進法による指導等の実施 

○建築基準法による勧告又は命令等の実施 

○「大阪建築物震災対策推進協議会」による取

組みの推進／関係団体との連携／自主防災

組織、自治会等との連携

耐震化の促進に関する基本目標等
〇市内に存在する住宅・建築物等の耐震化を

進めるためには、行政の取り組みだけでな

く、住宅・建築物の所有者を含む市民が一

丸となって取り組むことが必要です。 

〇このため、耐震化の促進に関する基本目標

と基本方針を次のように定め、その実現と

地域の課題の改善に向けて具体的な施策を

着実に積み重ねて行くこととする。 

計画の期間
〇平成 29 年度から平成 37 年度までの９年間

とする。 

〇なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変

化、関連する計画との整合性などから、概

ね 5 年を基本として計画の見直しを検討す

る。 

総数： 約 4,590 棟 

〇耐震性を満たすと推計される 〇耐震性が不十分と推計される

約 4,100 棟 （89％）   約 490 棟（11％） 

現在（平成 27 年度） 

総数：229棟 
耐震性を満たす建築物：213 棟 （93％）
耐震化が必要な建築物： 16 棟 （7％）

現在（平成 27 年度） 

総数：222,900 戸 

〇耐震性を満たす     〇耐震性が不十分 

183,200 戸 （82％） 39,700 戸 （18％） 

現在（平成 27 年度） 

木造戸建住宅 80,800 戸 
〇耐震性を満たす 

   56,700 戸 （70％）
〇耐震性が不十分 

   24,100 戸 （30％）

共同住宅等 142,100 戸 
〇耐震性を満たす 

  126,500戸 （89％）
〇耐震性が不十分 

    15,600戸 （11％）

① 住宅の耐震化率：平成 37 年度までに 95％

② 多数の者が利用する建築物の耐震化率：平成 32 年度までに 95％

③ 耐震診断義務化路線沿道建築物及び防災関連施設の耐震化率：平成 32 年度までに 100％
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施策１ 意識や知識の向上 

施策２ 総合的な安全対策

の推進 

安全

耐震化を行う上での負担

や不安を軽減します。 

施策１ 負担の軽減 

施策２ 不安の解消 

安心

地域と一体となり、耐震

化を啓発・推進します。 

施策１ 地域との連携 

施策２ 民・学・官との  

連携
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１．意識や知識の向上 

２．総合的な安全対策の推進 

１．負担の軽減 

２．不安の解消 

１．地域との連携 

２．民・学・官との連携 


